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リンク番号リンク番号

外国人の 人権

0303

権利の性質上日本国民のみをその
対象としていると解されるものを除き

国政への参政権（選挙権・被選挙権）の
保障は外国人には及ばない

地方自治体の選挙権は、法律によって、永住
資格を有する定住外国人に認めることもできる

日本国民に限る

0401

0402

外国人・法人の人権
section

4

Pick Up

●外国人の人権外国人の人権

●法人の人権

外国人にも保障される人権
表現の自由、平等権 等

日本国民にのみ保障される人権
参政権、生存権 等

法人にも保障される人権
財産権、営業の自由 等

自然人にのみ保障される人権
生存権、身体を前提とする人身の自由 等生存権、身体を前提とする人身の自由 等

20

憲法・行政法

本書の使い方

section ごとに要点を pickup し
た図表が、理解の助けになります。

新 昇試
サブノート



リンク番号リンク番号

外国人の人権
憲法には、外国人の基本的人権を保障することを明確

にした規定はなく、基本的人権の保障を規定した第 3章
が、「国民の権利及び義務」と題されていること等から、
憲法は、外国人の基本的人権を保障していないという考
えもかつてはあった。
しかし、憲法は、基本的人権について、単に国家が恩

恵として与えたものではなく、人間が人間であることに
よって生まれながらに有するものであるという立場に立
っていることから（ 0303 ）、外国人について基本的人権
が全く保障されないと解するのは妥当ではない。
判例（最大判昭 53.10.  4  ）は、「憲法第 3章の諸規定

による基本的人権は、権利の性質上日本国民のみをその
対象としていると解されるものを除き、我が国に在留す
る外国人に対しても等しく及ぶものと解すべきである」
としている。
（1）　参政権は保障されるか
参政権は、国民が自己の属する国の政治に参加する権

利であり、その性質上、当該国家の国民にのみ認められ
る権利である。
したがって、国政への参政権（選挙権・被選挙権）の
保障は外国人には及ばない（公職選挙法 9条、10 条、
最判平  5   .  2  .26）が、市町村のように住民の生活に最も
密着した 地方自治体の選挙権は、法律によって、永住
資格を有する定住外国人に認めることもできるとされる
（最判平  7  .  2  .28）。
また、公務への就任についても、政府の公定解釈では

「公権力の行使又は国家意思の形成への参画に携わる公
務員」は日本国民に限るとされているが、最近では、こ
れを絞って解釈し、一定の職種に限って外国人の公務就
任権を認める地方自治体が増加している。

0401

0402

section

4

Pick Up

●

●

214　外国人・法人の人権
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リンク番号リンク番号

人権の特性

人間であることにより当然に有する権利

0308

（3）　普
ふ
遍
へん
性

人権は、人種・性・身分などの区別に関係なく、人間
であることに基づいて当然に享有することのできる権利
である。この「人権の普遍性」は、「国民は、すべての
基本的人権の享有を妨げられない」という憲法 11 条に
示されている。

人権の種類

0301

0302

0303

0304

section

3

Pick Up

●

002-075_subnote_AIB_03-2.indd   8-9 2022/04/09   13:27

参照用のリンク番号を
付しています。

リンク番号により、参照箇所に素
早くたどり着くことができます。

重要部分は青太字に
なっています。
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法令略称一覧

か 警職法 警察官職務執行法

刑訴規則 刑事訴訟規則

刑訴法 刑事訴訟法

拳銃規範 警察官等拳銃使用及び取扱い規範

国賠法 国家賠償法

国民投票法 日本国憲法の改正手続に関する法律

国民保護法 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

国公法 国家公務員法

さ 災対法 災害対策基本法

児福法 児童福祉法

銃刀法 銃砲刀剣類所持等取締法

精神保健福祉法 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

組織的犯罪処罰法 組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律

た 地公法 地方公務員法

地自法 地方自治法

通信傍受法 犯罪捜査のための通信傍受に関する法律

道交法 道路交通法

な 入管法 出入国管理及び難民認定法

は 犯捜規 犯罪捜査規範

犯給法 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関

する法律

風営法 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

暴力行為等処罰法 暴力行為等処罰ニ関スル法律

ま 酩酊者規制法 酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律



憲法

憲法は自由の基礎法とも言われています。



日本国憲法の基本原理

天皇

基本的人権総論

外国人・法人の人権

幸福追求権

法の下の平等

参政権

公務員の人権

受益権

section

1
★

section

2
★★

section

3
★★

section

4
★★★

section

5
★★★

section

6
★

section

7
★

section

8
★★★

section

9
★

この章では、憲法を学ぶ上
で基本となる知識を中心に
扱います。
昇任試験との関係では、
SA・論文ともに、 4 、 5 、

8 が頻出です。
5 については、プライバシ
ー権や肖像権が頻出です。
犯罪捜査との関係がよく問
われています。

★は重要度を表します。

憲法総論



リンク番号

日本国憲法の基本原理
section

1

Pick Up

●日本国憲法の基本原理（三大原則）

平和主義
基本的人権
の尊重

国民主権

10



リンク番号

日本国憲法の基本原理
日本国憲法の基本原理は、「国民主権」「基本的人権の

尊重」「平和主義」である。
（1）　国民主権
国民主権とは、国政の運営が国民の総

そう

意
い

に従って行わ
れなければならないことを意味する。憲法は、前

ぜん

文
ぶん

第 1
段において、「ここに主権が国民に存することを宣言し、
この憲法を確定する」として、国民主権の原理をとるこ
とを明らかにしている。
国民主権の実現方法として、憲法は、国民が代表を選
任し、その代表を通じて国家の意思を決定する間接民主
制を採用している。
一方、憲法改正や最高裁判所裁判官国民審査といった
重要事項については、一部で直接民主制的な制度も憲法
上採用されている。
（2）　基本的人権の尊重
憲法は、基本的人権は「侵

おか
すことのできない永久の権

利」であるとして、基本的人権の尊重を憲法の基本原理
とすることを明らかにしている（11 条、97 条）。
これは、基本的人権は、人が人であることにより当然
に認められるものであることに鑑

かんが

み、憲法で直接に保障
することとしたものである。
ただし、基本的人権も絶対無制限のものではなく、

「公共の福祉」のため必要のある場合には相当の制約を
受ける（12 条、13 条）。
（3）　平和主義
憲法は、前文第 1段及び第 2段で平和主義の理想を高
く掲げるとともに、特に一章を設けて、戦争放

ほう

棄
き

・戦力
不保持などを規定している（第 2章）。

0101

0102

0103

111　日本国憲法の基本原理



リンク番号

天皇
section

2

Pick Up

●天皇の行為

日本国及び日本国民統合の象徴

天皇

公的行為 国会開会式の「おことば」、外国元首との親書・親電　等

私的行為 生物学の研究　等

国事行為 憲法6条・7条（内閣の助言と承認が必要）

6 条 : 任命行為（内閣総理大臣（国会の指名）、最高裁判所長官（内閣の
指名））

7 条：①法令の公布（憲法改正、法律、条約、政令）
 ②国会の召集
 ③衆議院の解散
 ④国会議員の選挙施行の公示
 ⑤国務大臣等の任免等の認証
 ⑥恩赦の認証
 ⑦栄典の授与
 ⑧批准書等の認証
 ⑨外国の大使、公使の接受
 ⑩儀式の挙行

●天皇の地位

12



リンク番号

天皇の地位
日本国憲法は、天皇の地位について、「天皇は、日本
国の象

しょう
徴
ちょう
であり日本国民統

とう
合
ごう
の象徴であつて、この地位

は、主権の存する日本国民の総意に基く。」と定めてい
る（1条）。
（1）　象徴としての地位
「象徴」とは、抽象的なものを理解しやすい形で表し
た具体的な存在をいう。明治憲法下の天皇は、「統治権
の総

そう

攬
らん

者」（明治憲法 4条）として、議会、国
こく

務
む

大
だい

臣
じん

、
裁判所の助けを受けつつ、一切の国家権力を行使する主
体であるとされていたが、日本国憲法では、これが否定
され国政に関する権能をもたなくなった結果、象徴とし
ての地位が前面に出てくることとなった。
（2）　皇位の継承
「皇位は、世

せ

襲
しゅう

のものであつて、国会の議決した皇
こう

室
しつ

典
てん

範
ぱん

の定めるところにより、これを継承する。」とし、
世襲制の原則を定めている（2条）。「皇室典範」とは、
明治憲法で使用された用語と同一の名称であるが、法律
の一種である。
なお、平成 29 年に「天皇の退位等に関する皇室典範
特例法」が公布され、同 31 年 4 月 30 日に明

あき

仁
ひと

天皇（現
上皇）が生前退位され、皇太子徳

なる

仁
ひと

親王（今
きん

上
じょう

天皇）が
即位された令和元年 5月 1日に世襲が行われた。

天皇の行為（国
こく
事
じ
行為）

天皇の権能は、象徴たるにふさわしい形式的、儀礼的
なものに限られ、「天皇は、この憲法の定める国事に関
する行為のみを行ひ、国政に関する権能を有しない」（4
条 1項）とされる。
「国事に関する行為」（国事行為）とは、憲法 6条と 7
条各号に定められているが、いずれも天皇に実質的な決

0201

0202

0203

132　天皇



リンク番号

定権を与えるものではなく、国事行為には、全て「内閣
の助言と承認」が必要とされ（3条）、国事行為に伴う
責任は「内閣」が全面的に負い、天皇は政治的にも法的
にも責任を負わない。
天皇の国事行為については、以下のとおりである。
①　内閣総理大臣の任命
②　最高裁判所長官の任命
③　憲法改正・法律・政令及び条約の公布
④　国会の召集
⑤　衆議院の解散
⑥　国会議員の総選挙の施行の公示
⑦�　国務大臣及び法律の定めるその他の官

かん

吏
り

の任
にん

免
めん

並び
に全権委任状及び大使・公使の信任状の認証
⑧�　大

たい

赦
しゃ

・特
とく

赦
しゃ

・減
げん

刑
けい

・刑の執行の免除及び復権の認証
⑨　栄典の授与
⑩　批

ひ

准
じゅん

書及び法律の定めるその他の外交文書の認証
⑪　外国の大使・公使の接受
⑫　儀式の挙行
なお、天皇が成人に達しないとき又は天皇に病気・事
故のあるときは、摂

せっ
政
しょう
（後者の場合は、摂政又は国事行

為臨時代行）を置き、これに国事行為を行わせることが
できる（5条、4条 2項）。

天皇の行為（私的行為）
天皇は、国家機関として国事行為を行うが、そのほか
に私人として私的行為を行うことができる。
さらに、天皇は、国会開会式に参列して「おことば」

を朗読し、国内を巡幸し、外国元首を接受ないし接待し、
親書・親電を交換するなどの行為を行っている。
これらの行為は、憲法上の国事行為には該当せず、ま
た、純然たる私的行為ともいえないことから、これらを
象徴としての地位に基づく公的行為として、国事行為に
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リンク番号

準じて内閣のコントロールが必要だとする考えもある。

皇室
皇室は、天皇、上皇及び皇族（上皇后・皇后・太

たい

皇
こう

太
たい

后
ごう

・皇
こう

太
たい

后
ごう

・親
しん

王
のう

・親
しん

王
のう

妃
ひ

・内親王・王・王妃・女王）
から構成される。
皇族は、皇室典範の定めるところにより皇位継承資格
を有するなど、天皇と強い一体性を有する集団として、
憲法及び法律により一般国民と異なる特別の身分及び権
利義務が与えられている。

皇室経費
皇室による財産の譲渡し、譲受け、賜

し

与
よ

（無償贈与）
は国会の議決に基づくことが必要である（8条）。
また、天皇の財産と皇族の財産は国に属することとさ
れ、天皇及び皇族の活動に関する費用は全て予算に計上
して国会の議決を経ることとされている（88 条）。
これは、皇室に大きな財産が集中したり、皇室が特定
の個人や団体と特別な関係を持ち、不当な支配力を持っ
たりすることを防ぐためである。したがって、この財産
の授受は、有償か無償かを問わない。
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